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入手することのできた農林省からの研究委託の調査報告書の内容を確
認し、農 村 建 築 研 究 会 が 農 林 省 と ど の よ う な 距 離 を も っ て 、
活 動 を 展 開 し て い た か を確認する。

第 3 章
第 1 章で見出した農村建築研究会の「農民の意識」「農民への啓蒙」「農
民との協働」という問題意識の詳細を確認し、彼 ら の 農 民 と の 関
わ り 方 が ど の よ う に 変 遷 し 、 最 終 的 に は ど の よ う な 関 係 性
を 築 こ う と し た の か を 明 ら か に す る 。

＜ここまでで一旦の結論として農村建築研究会の全体像をまとめる＞
第 4 章　考察

明らかにされた農村建築研究会の活動を彼らが確立したその後の事例
との比較等を通して、その独自性や限界性に言及しながら彼らの活動

を現代へ接続していく。

【本論】
第 1 章 機関誌『農村建築』にみる農村建築研究会の
問題意識と着眼点

第 2 節 巨視的分析：機関誌『農村建築』による 1950 年代
前半農村建築研究会の問題意識

・1-2-2 分析方法
　定量的な分析として、機関誌『農村建築』（旧農建月報）30 号（1951
～ 1955）を使った分析を行った。その枠組みは以下の通りである。

①内容を読み下し、主に研究調査報告に記載されている内容から各筆
者の問題意識を抽出する。
②各号ごとに問題意識を表の中にプロットし、簡単な変遷を示す。
③各号ごとに重複する項目の数も考慮に入れながら、各年半期ごとに
各項目の登場頻度を集計し、各時期において、それぞれの項目がど
のくらいの割合を示しているか色の強弱で表に示した。（表１、最大
25% で 5 段階で示した。）

第 3 節 分析結果：1950 年代前半農村建築研究会の問題意識
の時期別傾向

　表 1 で示されるように、比較的全域にその興味は散らばっているもの
の、特に農民の意識および、農村生活に対する問題意識が全体を通して
高いことが再確認されたほか、徐々に技術者の意識の高まりが見えるこ
とや初期には生活および産業の共同化への意識がみられることなどを明

らかにした。
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1 9 5 0 年 代 前 半 農 村 建 築 研 究 会 の 活 動 分 析 に よ る
戦 後 建 築 左 派 の 再 評 価

界の動きを文学との対比の中で建築による「民衆の主体化」を目指した
当時の団体として、農村建築研究会を紹介した。ただし、「農研のプロや学
生たちは、民衆との乖離に苦しんだのか、あるいは独自の魅力的な成果を出して
いたのか。その実際を知りたい。」（[3] P52）と述べるにとどまり、農村建
築研究会の実態に迫ることはできていないが、建築史と政治・思想史の
文脈から 1950 年代をとらえることを目指した本研究の基礎となる研究
といえる。
・0-3-1-2 農村建築研究史の中での農村建築研究会

〇山崎寿一「創生期の農村建築研究会　活動の軌跡～農村計画委員会前
史～」（『農村建築研究会大系化レポート』、1998）
　農村建築研究会創生期（1949 ～ 1967）の活動について取り上げ、会
員数の増加や調査のリスト化、雑誌『農村建築』の記述をとりあげるこ
とによって、建築学会計画委員会発足までの研究と組織発展の歴史を区
分し、農村建築研究会の 4 段階の変遷を定義している。一方で、1 9 5 0
年 代 の 出 版 物 や 研 究 内 容 、 社 会 状 況 と の 関 連 性 を 十 分 に 吟 味
で き て い な い 点 が欠点であると山崎自ら指摘している。
〇西吉永一（2012）「調査資料抽出にみる集落街並み研究の史的展開－　　　
その建築史学的特質」（早稲田大学中谷礼仁研究室 2012 年度修士論文）
　戦後を中心に建築史学における集落研究が確立されるまでの過程を調
査・評価の方法から分析し、これまでの調査方法論と評価指標を、保存
を前提としない集落研究の方法論としての再解釈を試みている。農村建
築研究会は、黎明期の団体として紹介している。また、微視的分析とし
て白川村調査（1951）を黎明期に行われたものとして、千葉調査 (1949)
を総合理念派の調査としてそれぞれ紹介している。
・0-3-2 既往研究の総括
　上記の主要な既往研究及び研究背景から、農村建築研究会は、農村史、
政治・思想史、建築史の 3 つの領域の重なり合いの中で位置づけること
ができる。しかし、農村史と政治・思想史、政治・思想史と建築史の重
なり合いにおいては十分に実証的な研究は行われていない。本研究には、
これら 3 つの項目の重なり合いを個々に検証し、総合することで農村建
築研究会の初期の活動をとらえることを目指す。

第 4 節 研究目的とその射程
　1950 年代前半における農村建築研究会が民 衆 （ 特 に 農 民 ） や 社 会

（ 特 に 農 林 省 な ど の 農 政 ） と ど の よ う な 関 係 を 築 き 、 ど の よ
う に 活 動 し た の か を冷戦期の政治思想の文脈の中で明らかにする。

第 5 節 研究対象（年代）
　農村建築研究会の活動には、研究体として活動が活発化した時期もあ
れば、個人の活動に終始するなどして停滞した時期もある。本論では、
農村建築研究会の機関誌『農村建築』（旧『農建月報』）の各号の「農村
建築研究会ニュース」の確認を通して、研究会の主要な活動である共同
研究・共同調査が途切れた 1 9 5 5 年 にその区切りを見出し、本研究の
対象時期として定義した。

第 6 節 研究の構成と方法
・第 1 章

農村建築研究会を農村建築研究の文脈でとらえ、彼らの研究活動の志
向性及び理念を再検証する。定量的な資料として機関誌『農村建築』
の各記事の言及内容を検討し、彼らの着眼点・問題意識を各記事より
抽出し、その問 題 意 識 の 巨 視 的 な 流 れ や 傾 向 をつかむ。

第 2 章
研究背景で述べたように、農村建築研究会に農林省の職員がいたこ
と、そして、農林省からの研究委託の調査も少なからずあった。その
事実から “ 上から ” の農林省による農村の改革の志向性を再確認し、

【序章】
第 2 節 研究背景

・0-2-1 占領下の戦後社会と建築界・農村建築研究会
　日本は敗戦後、GHQ の力で急速に民主化が進み、日本国憲法において

「基本的人権の尊重」が規定されるなど、民 衆 の 力 は無視できないもの
となった。戦時下に抑圧されていた共 産 主 義 勢 力 も GHQ によって解
放され、積極的な活動を展開した。やがて冷戦の影響が日本に及び、日
本共産党はコミンフォルム批判を受け、武力闘争に方針を転換していく。
日本国民の力によって、革命を目指す彼らの意識はより一層民族に集中
した。社会全体においても GHQ の占領が長引いたことなども影響し、民
族 ・ 民 衆 が戦後の主題として、その占める位置を拡大していった。
　建築界でも、当時の影響を受け、論壇上で「民衆論争」が展開される。
特に丹下健三と西山夘三を中心とした論争がこれまでも紹介されてきた。
そのうち、西山夘三が参加した団体として農 村 建 築 研 究 会 があった。
建築家として民主日本の建設に取り組もうとした新日本建築家集団を母
体とし、日本社会のゆがみを多くひきうけ、救うべき民衆のひとつとし
て注目を集めていた農村を研究・実践の対象とした「建築左派」ともい
える団体であった。
・0-2-2 農地改革よりはじまる農村の変貌と農村建築研究会
　戦後日本の農村は農地改革によって変貌を遂げた。敗戦直後の食糧危
機への対策も迫られた農林省は、農村へ強力な支援を行い、1950 年前後
に戦前の水準まで農林水産業の生産を回復させた。また、農地改革によっ
て、不在村地主が一掃されたことにより、農村の自治機能は高まりを見
せたほか、農協というパイプによって政府と強く結びつき、農村は徐々
に保 守 化 し て い く 傾 向 をたどった。これを手助けすることとなった農
林省にも農村建築研究会の会員がいた。農林省の上からの改革に対して、
下からの働きかけを行ったとみられる農村建築研究会の実態はどのよう
なものであるかは重要な検討事項であると考えられる。また、同時期の
農村には日本共産党の武装闘争路線によって組織された山 村 工 作 隊 が
日本各地で活動していたことも重要な史的事項であった。
・0-2-4 本研究の意義
　農村建築研究会を研究対象として取り上げることにより、

・民衆（農民）との関係性構築を目指した建築左派の活動実態
・” 下から ” の建築を通した農村社会変革への志向

といった建築 / 政治・思想 / 農村に関わる問題への一つの手がかりにな
ることが本研究には期待される。特に現代においては、英雄として目さ
れたモダニスト建築家の時代が終わりをむかえ、民衆に寄り添う建築家
像が主流となりつつある中で、歴史の彼方に消えつつあったリアリズム
を志向した建築家の活動の実態を掘り起こすことは重要である。

第 3 節 既往研究　＊ここでは主要なもののみ紹介

・0-3-1-1 建築史よりみる戦後
〇青井哲人（2023）　「第一章　民衆・伝統・運動体―冷戦と復興、文学
と建築、リアリズムとモダニズム」戦後空間研究会編『戦後空間史　都市・
建築・人間』（筑摩書房）
　本研究における最も示唆的で端緒となった先行研究。1950 年代の建築



2/2

5 のように区分できることが分かった。

第 3 節 1954 年以降に生まれた農民との向き合い方
　前節での「学生主導での農民との結合」において、農村建築研究会が
はじめて農民との本格的な関係性の構築が図られた時期であることが雑
誌の詳細から確認できた。そのためにこの時期に焦点を当て、農民との
関係性の構築、活動の展開について確認していく。
・3-3-1 鳥取農山漁村住宅調査にみる農民への意識の変化
　『国民の科学』という雑誌において、長編の調査記録の記事が残ってい
ることから、京大西山夘三研究室を主導に新日本建築家集団鳥取支部と
の協働で行われた 1 9 5 4 年 の 鳥 取 農 山 漁 村 住 宅 調 査 を取り上げ、
そこに内在する農民への意識の変化を明らかにする。
彼らの報告記事によれば、以下のように農民が ” たたかい ” の最中にある
ことを強調する。

（ 前 略 ） 国 民 の 生 活 は い た る と こ ろ で 破 壊 さ れ 、 そ の 中
で 住 宅 は 荒 果 て 腐 っ て ゆ き 、（ 中 略 ） 苦 し み を う み 出 し
て い る 。 そ れ に 対 し て 、 国 民 は 住 居 の 改 善 を 要 求 し 、 た
た か っ て い る 。 だ が こ の 「 住 宅 改 善 」 の 要 求 は 決 し て 他 の
生 活 要 求 や た た か い と 切 り は な さ れ 孤 立 し た も の で は な く 、
国 民 が 自 ら の 生 活 を ま も り 、 く ら し を よ く し て い く た た か い
の 一 つ の 部 分 で あ る 。（京都大学建築学科西山研究室「国民のための建築学の創造（一）
―鳥取県農山漁村住宅調査報告―」『国民の科学』1955 年 4月号 P46）

国民の中には、” たたかい ” が存在することを前提とし、それが「住宅改
善」のみならず、他のくらしを良くしていく ” た た か い ” の 一 部 で あ
る こ と を強調する。加えて、その本質とそこでの建築家の役割は以下の
ように紹介している。
こ の 偏 り や 誤 り を 正 し 、 障 害 を う ち 破 っ て い く 無 限 の 力
は 国 民 自 ら の 闘 い で あ る 。 建 築 家 は 、 農 民 自 身 の こ の 闘
い や 生 活 改 善 の 意 欲 を ど こ ま で も 発 展 さ せ る こ と に 奉 仕
し 援 助 を あ た え る 役 目 を も っ て い る 。（京都大学建築学科西山研究室「国

民のための建築学の創造（三）―鳥取県農山漁村住宅調査報告―」『国民の科学』1955 年 6月号
P59）

当調査の調査報告から、農民との協働の成果を見出すことはできなかっ

第 2 章 農村建築研究会による平和革命路線の継続―
農林省と農村建築研究会の活動比較を通してー

第 2 節 農村建築研究会と農林省の関係性 
　分析の前提として、農林省と農村建築研究会の関係性を人的関係およ
び農村建築研究会がおこなった農林省からの委託調査・研究を機関誌で
の名簿やニュースの記載から整理した。本 多 修 、 佐 々 木 嘉 彦 、 竹 内
芳 太 郎 といった初期からの運営委員会メンバーが農業改良局や開拓局に
勤務していたことや 1949 年度から 1954 年度までにかけて継続的に農
業改良局、開拓局を中心に研究の委託が行われてきたことが明らかにさ
れた。

第 3 節 農林省による農村改革の過程
　研究背景の見直しに加え、農林省内の各局の新設・統廃合および役割
の変化を確認し、開拓局などによる農地拡大の傾向と農地法以降に農業
改良局を中心とした農業技術の向上や農業経営安定へとその政策が転換
していく過程を確認した。

第 4 節 農村建築研究会委託研究にみる農村建築研究会
　対象年代における各調査について、入手および閲覧することができた 4
冊の報告書を対象にその内容を確認し、目的（委託側の意図）と結果等（農
村建築研究会側の調査視点、主張）に分け、整理した。

第 5 節 平和革命路線を継続した農村建築研究会
　前節の内容整理からそれぞれの調査に対して、農林省側の要望に答え
ながらも新たな問題点を指摘するほか、自分たちの問題意識をさらに高
めていく傾向を読み取り、この傾向を武力闘争に突入する前の日本共産
党が押し進めた「平和革命路線の継続」であると結論づけた。

第 3 章 農村建築研究会が到達した建築農民運動
第 2 節 機関誌『農村建築』にみる農民と農村建築研究会

　第 1 章で行った機関誌『農村建築』の問題意識のうち、「農民の意識」「農
民への啓蒙」「農民との協働」の 3 つの項目の詳細を確認することで、図

た。調査報告では、農民へ何を返すべきか自己批判を繰り返しながら模
索している。そこで生み出された彼らの主張は、国民がたたかいの中に
いることを前提とし、そのたたかいを建築家は援助することによって、
建築家自身も発展することができることを主張したことが確認できた。
青井（2023）において「農村の要求にこたえる」ための調査だったと評
された鳥取での調査の末に、農民との協働の新しいかたちが主張された
といえる。
生 活 を 改 善 し よ う と 闘 う 農 民 は 、 今 ま で の 改 善 の 経 験 を
整 理 し 蓄 積 し た 科 学 者 や 建 築 家 を 必 要 と す る し 、 科 学 者
や 建 築 家 は こ う し た 闘 い に 結 合 す る こ と に よ っ て さ ら に
貴 里 な 経 験 を 学 び 、 正 し い 国 民 の 科 学 に 発 展 さ せ る こ と が
で き る 。（京都大学建築学科西山研究室「国民のための建築学の創造（三）―鳥取県農山漁村

住宅調査報告―」『国民の科学』1955 年 6月号 P59）

・3-3-2 学生調査・鳥取調査から見出される建築農民運動
　鳥取調査は、富士山麓調査と連続した調査活動であったことが伊藤て
いじへのインタビューや前掲の引用記事によって指摘されている。つま
り、そこで見出された姿勢は、富士山麓調査へも接続できるといえる。
さらにその後の学生調査である浅間山麓調査、木曽調査にも受け継がれ
る。実際に富士山麓調査、浅間山麓調査は米 軍 基 地 反 対 闘 争 が 行 わ
れ た 土 地 であり、すでに ” たたかい ” があるところへ農村建築研究会は
学生を中心に参画したのであった。ここに彼らの活動が農民運動と結合
したことを指摘し、” 建 築 ” 農 民 運 動 と呼称した。また、詳細がつか
むことはできないが持田照夫によれば、” たたかい ” を通して、自己の意
識が発展したことが主張され、鳥取調査で見出された建築家の在り方を
結果的に擁護したのだった。

結論：1950 年代前半の農村建築研究会の活動
　農村建築研究会の 1950 年代前半の活動は、農村生活への問題意識を
もち、農民と関係も同様に意識しながら活動を展開し、1954 年までは農
林省の委託研究を受けるなど農政下での平和革命路線を継続した。1954
年に入ると、学生を中心に闘争の中で建築家として農民と接続すること
を目指した建築農民運動に展開し、建築における民衆の主体化への道を
歩んだ。
　上記のような建築左派として独自の路線を歩んだことを本研究を通し
て、明らかにした。

第 4 章　考察：農村建築研究会の先にあるもの
第 1 節 建築への絶対信頼：農村建築研究会の方法
農村建築研究会は、日本共産党ら政治的な左翼団体とは距離を取って活
動をしたが、学生調査には彼等の武装闘争で組織された山村工作隊に影

響された部分も少なくなからずあった。しかし、農村建築研究会は、建
築という手段を手放さなかった。学生を中心とした 1954 年以降の建築
農民運動の下でも、その姿勢は揺らがなかった。また、建築という実体
があったからこそ農民と対等に話す関係性を構築し、農民の理解を得る
ことができたともいえる。様々な ”たたかい ” に身を置きつつも、その一
端あるいは根底に必ず建築の問題があることを信じ、建築や自己の発展
へ結び付けることを試みたのだった。

第 2 節　三里塚闘争にみる建築農村運動の限界性
建築における民衆の主体化が巻き起こったものとし
て、最も直接的な接続をなす三里塚闘争の塔を比較
対象として取りあげる。三里塚闘争とは、1966 年頃
から活動が本格化した成田空港の開発に対する土地
買い上げへの反対闘争である。その塔は、闘争のた
めに住民たちを中心に作られたものであり、そこに
鳥取でいう建築家の役割は存在しえなかった。”建築”
のたたかいではなく、土地の取り上げという生活を
左右する事態に対するたたかいの砦として、建築が
浮かび上がった事例であった。塔という象徴的な佇
まいは、闘争を強く牽引し、本当の意味で社会に影
響を与えてしまった。建築農村運動では、乗り越えら
ない建 築 の リ ア リ ズ ム の 結 晶であったといえる。ここに農 村 建 築
研 究 会 の 方 法 の 限 界も見ることができる。

第 3 節　その後の建築系農村研究体の登場
伊藤ていじらのデザイン・サーヴェイは、直接的な民衆への働きかけ

は少なく、作図という建築家・建築学生の特権的技術によって、住民に
間接的に現実に根付いた開発や保存のための資料を提供した。
　中谷礼仁研究室が参加する千年村プロジェクトでも、住民への強い干
渉行為はおこなわれていない。＜千年村＞という枠組みの中で、住民を
含む様々な主体によって、農村を評価している。農村建築研究会が陥っ
た建築家の存在価値や担い手に関する問題がそもそも発生しない構造を
有しており、その限界を乗り越えつつある活動といえる。
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表１　機関誌『農村建築』にみる農村建築研究会の問題意識の変遷
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